
１　総括
 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（注）　人件費には、給料、職員手当、退職手当および共済費ならびに特別職に支給される給料、報酬費等が含まれます。

 (2）職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　職員数は、２０年３月３１日現在の人数です。

　　　２　市長、副市長および教育長を含みません。

　　　３　職員手当欄には、退職手当を含みません。

（参考）　普通会計（市長、副市長および教育長は含みません）、病院会計、水道会計（企業管理者は含みません）、下水道会計および

　　　　その他の公営企業会計を含めた職員給与費の状況

 (3) 特記事項

H１８年４月から当分の間

（注）　市長等の特別職についても削減を実施しております。（「5　特別職の報酬等の状況」を参照）

 (4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものです。

一般の職員

6,095,274

削　　減　　率

千円 千円

給　 料

4,399,947

千円

2,922,914 404,410

措　置　期　間

1,072,623

21.7

　　計　　Ｂ職員手当 Ｃ

退職手当給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

期末・勤勉手当

62,061 26,991,042 424,547

南魚沼市の給与・定員管理等

人 件 費 率

１８年度の人件費率

　　　　　　　　　　　％

Ｂ／Ａ

　　　　　　％

区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（１９年度末）

（参考）

区　　分

22.5

１９年度 　　　　　　　千円 　　　　　千円 　　　　　千円人　

区　　分

１９年度

職員数

Ａ

人

729

人 件 費実 質 収 支

　　　　　　Ｂ

千円

（参考）新潟県平均

一人当たり給与費

期末手当　0.52月分

　　　　　千円

給与費 B/A

千円

6,036

千円

Ｄ

617,526 775,713

共済費

千円

7,297

一人当たり 一人当たり人件費

（Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）/Ａ

千円

7,947

区　　分 職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　計　　Ｂ

退職手当 共済費 一人当たり 一人当たり人件費

給与費 B/A （Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）/Ａ

１９年度 人 千円 千円 　　　　　千円 千円 千円

1,508,372 6,389,908 873,684

Ｄ

1,092,245

Ｃ

1,030 4,134,074 747,462 6,204 8,112

千円 千円 千円

16年11月1日
合併により
データ無

(H15)
99.7

(H15)
100.7

(H20)
98.3(H20)

97.1

(H20)
92.3

90

95

100

105

南魚沼市 類似団体平均 全国市平均

H16年11月1日
合併によりデー
タなし
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

  (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（２０年４月１日現在）

　　 ①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（注）　新潟県の平均給料月額は給与削減後の額です。

　　 ②技能労務職

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用。（平成１７～１９年の３ヶ年平均）

※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、公務員データは正規職員のみであるのに対し、民間データは、派遣労働者

　やアルバイト等が含まれているなど、雇用形態・年齢、業務内容等の点において完全に一致しているものではありません。

※年収ベースの「公務員（C)」および「民間（D)」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては前年度に

　支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

　　 ③福祉職（保育士）

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　 ④看護・保健職

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

―311,102円 341,983円 328,639円

1.40

0.96

―337,070円 379,519円 366,105円 ―

営業用バス運転手

自家用自動車運転手 1.44

―

―

―

250,500円

225,900円

360,900円

―

―

1.22

241,700円

40.9歳

53.9歳

48.1歳

―

53.0歳

国

類似団体

45.5歳

南魚沼市

区　　分

うち学校校務員

うち学校給食員

うち自動車運転員

5,062,601円

39.6

692

320,705円

調理士

用務員

国 41.1 387,506―325,113

340,74643.9 373,445398,421

316,695円

312,338円

317,038円

306,499円

315,787円

348,020円

南魚沼市

43.0 340,564

30

うち学校校務員

平均給料
月    額

区　　分

南魚沼市

平均給与月額

290,023円

289,520円46.5歳

47.5歳

48.9歳

新潟県

うち学校給食員

25

区　　分 平 均 年 齢 平均給料月額

参考民間

―

平均給与
月額（B)

平均
年齢

対応する民間
の類似職種

――

A/B

98

類似団体

国 37.8

南魚沼市

南魚沼市

46.8

国

類似団体 43.8

40.2

326,700

平均給料月額区　　分 平 均 年 齢

41.3

302,630

284,331

354,874

345,009

326,116

324,709

平均給与月額

368,877

平均給与月額

（国ベース）

383,822

類似団体

287,355円

370,573412,539

公務員

平均
年齢

平均給与
月額（A)

職員数
平均給与月

額(国ベース）

45.5歳

45.8

新潟県

342,075

58

平 均 年 齢区　　分

284,679円

平均給料月額 平均給与月額

4,784 ―

5,476,567円
3,320,200円 1.65

対応する民間の類似職種

48.3歳

4,330,400円

―

―

（国ベース）

平均給与月額

358,633

平均給与月額

369,887

―

―

（国ベース）

316,357

―

367,094

321,089

359,286

338,986

―

352,785

341,323

うち自動車運転員 45.7歳 19 292,595円 328,350円

調理士

用務員

―

1.26営業用バス運転手

320,623円

民間（D) C/D

参考

年収ベース(試算値）の比較

自家用自動車運転手

公務員（C)

1.463,381,600円

3,227,400円 1.57

―

4,934,153円

― ―
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　　 ⑤消防職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、２０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などのすべての諸手 　　　

　　　　当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。　

　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が含ま

　　　　れていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

　　　　

 （2) 職員の初任給の状況（２０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円

円

円

円

円

円

円

 （3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２０年４月１日現在）

円 円 円

円

円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円

円 円 円

（注）　該当する職員がいないまたは少数の場合は「－」で表示してあります。

短　大　卒

大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒

中　学　卒

大　学　卒

大　学　卒

短　大　卒

南魚沼市 41.5

―

206,217

261,890

268,567

229,000

―

―

242,650

―

238,279

260,950

―

高　校　卒

高　校　卒

140,100

172,200

看護・保健職

158,100

180,500

福祉職（保育士）

福祉職（保育士）

技能労務職

技能労務職

一般行政職

一般行政職

―

区　　　　分

219,080

―

経験年数１０年 経験年数１５年

大　学　卒

高　校　卒

137,200

短　大　卒

看護・保健職

263,642

大　学　卒

消防職
高　校　卒

短　大　卒

大　学　卒

－

－

－

－

－

－

－

－

－

類似団体

―

383,009

391,643

国

40.8

―

区　　分 平 均 年 齢

―

大　学　卒

198,300

172,200大　学　卒

区　　　　　分

320,532

平均給与月額平均給料月額

323,266

消防職
245,550

223,500

144,500

141,900

（国ベース）

172,200

国

355,526

178,800

352,549

270,880

247,443

338,017

経験年数２０年

―

―

240,013

274,611

283,000

311,000

―

252,150

南魚沼市 新潟県

296,121

140,100

152,800

200,200 －

－

－－

―

平均給与月額
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３　一般行政職の級別職員数等の状況
 （1) 一般行政職の級別職員数の状況（２０年４月１日現在）

（注）１　南魚沼市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

  

 （2) 昇給への勤務成績の反映状況

１．勤務成績の評定の実施状況

地方公務員法第４０条に基づき、毎年１月１日を評定日として全職員に対し勤務成績の評定を実施しています。

なお、人事考課制度については本格実施に向け、試行中です。

２．昇給への勤務実績の反映状況

人事考課制度については実施に向け、試行中であるため昇給区分に差を設けていません。

8.3

　　　　　　　　人

132

　　　　　　　　％

　　　　　　　　人

　　　　　　　　人

区　　分

６　　級

主事

３　　級

２　　級

部長・次長・課長

次長・課長５　　級

４　　級

係長・主任

課長補佐・副参事

１　　級
　　　　　　　　％

構成比

主事
3.3

　　　　　　　　人

12

32

　　　　　　　　％

139

標準的な職務内容

38.3

　　　　　　　　人

30

　　　　　　　　人

職員数

36.4

　　　　　　　　％

18

8.8

4.9

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％

１級
2.4%

１級
3.3%

２級
7.7%

２級
8.3%

３級
36.1%

３級
36.4%

４級
40.2%

４級
38.3%

５級
8.7%

５級
8.8%

６級
4.9%

６級
4.9%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成２０年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

16年11月1日
合併により
データ無
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４　職員の手当の状況

 （1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（１９年度支給割合） （１９年度支給割合） （１９年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　勤勉手当 期末手当 　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分       1.5　    月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 (     0.75   ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

役職加算（5～15％）

（注）１　(  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

　　　２　期末手当については削減措置を実施しています。（「１　総括　（３）特記事項」を参照）

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

1.勤務成績の評定の実施状況

人事考課制度の本格実施に向け、試行中です。

2.勤勉手当への勤務実績の反映状況

人事考課制度については実施に向け、試行中であるため成績率に差を設けていません。

 （2) 退職手当（２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　 無 ）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、１９年度に退職した公営企業職員以外の職員に支給された平均額です。

 (3) 地域手当

南魚沼市は、国の基準とする支給対象地域に該当しないため、支給していません。

  (4) 特殊勤務手当（２０年４月１日現在）

千円

　円

　％

1.5

33.50

国

国

―

41.34

23.50 30.55

1,755

30.55

１人当たり平均支給額（１９年度）

役職加算（5～20％）、管理職加算（10～25％）

3.00

１人当たり平均支給額（１９年度）

3.00

0.75 1.60

1.45

役職加算（5～20％）、管理職加算（10～25％）

2.48

41.34

1.60

新潟県

0.75

23.50

南魚沼市

1.60

南魚沼市（一般行政職）

1,565

47.50

定年前早期退職の場合は１年に
つき２％加算（２０％限度）

59.28

10.4

手当の種類（手当数）

手当の名称

59.2859.28

33.50

職員全体に占める手当支給職員の割合（１９年度）

死体処理・解剖補助等

59.28

主な支給対象職員

死体処理等手当

消防職員

防疫等作業手当 保健課・福祉課職員

47.50

1,725

主な支給対象業務

１件当たり２００円～５００円

支給実績（１９年度決算）

３種類

左記職員に対する支給単価

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算） 22,691

感染病予防・行旅病人救護等

１件当たり１４００円～３０００円

11,484

59.28

定年前早期退職の場合は１年に
つき２％加算（２０％限度）

22,997

59.28

消防特殊勤務手当

福祉課

救急・救助業務等

日額５００円
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  (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）  時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。                                                                        

 （6) その他の手当（２０年４月１日現在）

円

円

円

円

５　特別職の報酬等の状況（２０年４月１日現在）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円
（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

（加算措置の状況）

月分 役職加算　１５％

　

（加算措置の状況）

月分 役職加算　１５％

　（ 月分）

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

報酬月額×０．４４×勤続月数

報酬月額×０．２６×勤続月数 〃

報酬月額×０．２０×勤続月数 〃

（注）１　給料および期末手当の（　）内は、減額措置を行う前の金額及び割合です。(措置期間１８年４月から当分の間）                       

　　　２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日の減額措置前の給料月額および支給率に基づき、１期（４年＝４８月）勤め

       　た場合における退職手当の見込額です。                                 

国の制度
との異同

（１９年度決算）

市 長

議 長

議 員

副 議 長

企 業 管 理 者

3.3

国の制度と
異なる内容

247,500

272,300

560,000

620,000350,000

任期終了（退任）後１月以内１，７９１万円

８０９万円

817,000

400,000

583,200

５３８万円

定額支給

（参考）類似団体における最高／最低額

91,127

18,150

15,166

55,113 千円

―

千円異

848,000

330,000690,000

通勤手当

―

同

区分細分化2ｋｍ以上　　　3000～24500円 異

扶養手当 被扶養者　　　6500～13000円

管理職手当

手　当　名 内容及び支給単価

退
職
手
当

管理職員　　20000～35000円

給 料 月 額 等

720,800 1,007,000

副 市 長

648,000

　　（１９年度支給割合）

300,000

 

副 市 長

寒
冷
地
手
当

通
勤
手
当

市 長

期
末
手
当

企 業 管 理 者

市 長

副 市 長

市 長

区 分

報

酬

市 長

副 市 長

副 議 長

給

料

議 員

議 長

企 業 管 理 者

　　（１９年度支給割合）

2.8

3.3

560,000

504,000

　　　４（６）一般職と同じ

借間・新築　　2500～27000円 同住居手当

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ８ 年 度 決 算 ）

―

196,964千円

330,000

87,204

552,000

492,500

企 業 管 理 者

― 250,348

122,984

176

213

143,923

千円

支給職員１人当たり
支給実績

（１９年度決算）

支 給 実 績 （ １ ９ 年 度 決 算 ）

支 給 実 績 （ １ ８ 年 度 決 算 ）

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ９ 年 度 決 算 ）

平均支給年額

企 業 管 理 者

副 市 長 　　　４（６）一般職と同じ
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６　職員数の状況

 （1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

児童相談業務の充実

特定健診業務増により

国土調査業務の充実

人口１万人当たり職員数 　　 人

人口１万人当たり職員数 　　 人

人口１万人当たり職員数 　　 人

（注）１　職員数は、教育長を含んだ一般職に属する職員数です。

　　　２　その他には、平成１９年度は国民健康保険、介護保険、老人保健、訪問看護が、平成２０年度は国民健康保険、介護保険

　　　　後期高齢者医療が含まれています。
　　　３　[     ]内は、条例定数の合計です。

57 53

732

221

710

105

103

105

0
△ 8

1
△ 53

0

4
△ 1

△ 3

41

30

対前年

△ 6

0

職員数

差引増員数

△ 16

△ 57

162.3

＜参考＞

[1,105］

9
0
1

18
16

297

222

321,007

16 △ 38

△ 41

502

教育部門

524

衛生部門

１９年度

105

241
33

0

△ 12

4

[1,105］

15
その他

1,032

小　計

合　　計

　公
　営
　企会
　業計
　等部
　 　門

消防部門

18
病院部門

普
通
会
計
部
門

一
般
行
政
部
門

計

労働部門

土木部門
商工部門

  農林水産部門  

小　計

46
300

下水道部門
水道部門

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

校務員、調理員不補充

114.4
欠員不補充、調理業務民間委託

滞納整理事務の充実
訪問看護病院会計、老人保健特別会計減

訪問看護業務増、医療技術者充実

後期高齢者医療特別会計増

国体業務の充実等

＜参考＞△ 22

減員数

0

103

5

２０年度

4

231

0

2

0
2

16

19

3

0

4
1

議会部門

民生部門

12

99 △ 11

0

税務部門

13

80.89

主な増員理由 主な減員理由

広報・防災業務の充実、県派遣職員増 機構改革に伴う班体制への移行減

機構改革に伴う班体制への移行減

機構改革に伴う班体制への移行減

事務の統廃合縮小減

＜参考＞

△ 10 機構改革に伴う班体制への移行減等

△ 4 機構改革に伴う班体制への移行減等

△ 22

天地人推進事務局設置等

△ 1

△ 3

△ 8

△ 3

0

0

△ 8

0

0

0

0
4

0

3
31 31

38 36 △ 3

総務部門

△ 25

[ 　0　 ］

1

△ 3

△ 2
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 （2)年齢別職員構成の状況（２０年４月１日現在）

　

（注）　職員数は、教育長を除いた一般職に属する職員数です。

 (3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（注）１　職員数は、教育長を除いた一般職に属する職員数です。　

　　　２　平成17年4月１日職員数欄は、合併前の塩沢町および解散した魚沼地域広域水道企業団、南魚沼地域広域連合を含みます。
      ３　平成１９年度に事務事業の総点検を行い、定員管理計画の抜本的見直しを行っています。

人人

1,006203 118 1

56歳36歳

人 人人

24歳

未満 27歳

20歳

55歳

△ 59 △ 10.7

人人人

％ ％

11.7

％

51歳

13.0

43歳

10.2

～

48歳

～

52歳44歳 60歳

～

計

以上59歳

93 103

△ 6.1

0.0

％％

人

55

20.2 0.1 100.0

209

553

％

部門

職員数

構成率
％ ％

0.4

人

～

5.5

～ ～

39歳
～

人

％

10.3

～

32歳28歳

494

53

一般行政

職員数

224

平成17年4月1日

～

31歳

5.3

特別行政
（教育・消防）

1,072

310公営企業等会計

2.2

20歳

～

区　分

23歳

％ ％

人

％ ％

47歳

11.8

△ 65

0

1,007

310

計

104

△ 6

人

119

203

純増減数

131

職員数

純増減率

△ 2.9

平成22年4月1日

35歳

9.3

40歳

0

5

10

15

20

25

構成比

%
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②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　職員数は、教育長を除いた一般職に属する職員数です。　
  　　２　計画期間は、１７年～２２年の５年間です。
      ３　平成１９年度に事務事業の総点検を行い、定員管理計画の抜本的見直しを行っています。
      ４　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示しています。
　 　 ５　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以降現年までの職員   
  　　　増減数の累計を示しています。                                              

７　公営企業職員の状況
 (1)　水道事業
  　 ① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

（注）１　職員手当には、退職給与金を含みません。

　　　２　職員数は、２０年３月３１日現在の人数です。

イ　 特記事項

市と同様に、期末手当を減額する措置を実施しています。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２０年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）　平均月収額には、期末・勤勉手当等を含みます。  

―

１８～２０年

計

（参考）

数値目標

消　防

１９年

5

２０年 ２１年

502

４年目２年目

-24

等 会 計 増 減

増 減

1,0611,072職員数
計

45.5

千円

5,993

　　　　　千円

101,88723,716

団 体 平 均

南 魚 沼 市

平　均　年　齢 基本給

期末・勤勉手当

千円

330,244

374,552 571,242

一人当たり

499,417

平均月収額

　　　　給与費 　　B/A　　計　　Ｂ

１９年度

　　　　　　Ａ

人

12,83617 65,335

給　 料 職員手当

　　　　　　区　　分

千円

105

99　（100.0％）

―

―

4

千円

42.7

-59

-15

― 98

-11　（73.3％）

1,006

316

6 -18

1,031

0

297

２２年

３年目

105

0

-51　（86.4％）

-1

-3

494

298

計画始期

増 減

101

113

96職員数

310

-14

105

一般行政
増 減

539553職員数

5.1

教　育
増 減

職員数

2,503,419

職員数

128,480

１９年度

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

　　　　千円 ％

6.6

％千円　 千円　

区　　分

-30 -25

　　　　　　Ｂ／ＡＢ　

職員給与費

-11

総費用に占める

職員給与費比率

-65

める職員給与費比率

1,007

１８年度の総費用に占

―

-66　（101.5％）

0-13　（ － ％）

１８年

１年目

310

１７年

105

-8

Ａ  

実質収支

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

区　　分

57,705

公 営 企 業 職員数

-13

102

526

総費用 純損益又は

５年目

千円

6,874

(参考）市町村平均

１人当たり給与費

102
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③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（１９年度支給割合） （１９年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）１ 　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合です。

　　　２ 　期末手当については削減措置を実施しております。（「１　総括　（３）特記事項」を参照）

イ　退職手当（２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　　　　　　　　 無 ） （退職時特別昇給 　　　　　　　無 ）

１人当たり平均支給額　　 千円 千円 １人当たり平均支給額 　 千円 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、１９年度に該当する職員がいないまたは少数の場合は「-」で表示しています。

ウ　地域手当

市と同様、国の基準とする支給対象地域に該当しないため、支給していません。

エ　特殊勤務手当

該当となる特殊勤務手当はありません

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注）　時間外勤務手当には、休日勤務手当を含みます。                                                                        

1,395

30.55

1,565

１人当たり平均支給額（１９年度）

190

定年前早期退職の場合は１年に
つき２％加算（２０％限度）

59.28

41.34

59.28

22,997- -

59.28 59.28

支 給 実 績 （ １ ９ 年 度 決 算 ） 6,582

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ９ 年 度 決 算 ） 411

47.50

1.5

1.60

2.48

0.75

33.50

23.50

南魚沼市（水道事業）

23.50 30.55

南魚沼市

南魚沼市（一般行政職）

11,484

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ８ 年 度 決 算 ）

3,810支 給 実 績 （ １ ８ 年 度 決 算 ）

59.28

59.28

41.34

定年前早期退職の場合は１年に
つき２％加算（２０％限度）

47.50

33.50

1.60 0.75

1.52.48

１人当たり平均支給額（１９年度）

南魚沼市(水道事業）
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カ　その他の手当（２０年４月１日現在）

円

円

円

円

④定員管理の数値目標及び進捗状況

ア　平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（注）１　職員数は、一般職に属する職員数です。　

　　　２　平成17年4月１日職員数欄は、合併前の塩沢町および解散した魚沼地域広域水道企業団を含みます。

イ　定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

    →6(3)②を参照

△ 8 △ 30.8

職員数 職員数

26 18

純減率純減数平成17年4月1日 平成22年4月1日

支給職員１人当たり

207,181

手　当　名

同 ―

内容及び支給単価

354 千円 177,000

支給実績

同 ―

一般行政職
の制度との
異　　　　同

被扶養者　　　6500～13000円

一般行政職
の制度と異
な る 内 容 （１９年度決算）

千円

（１９年度決算）

2,279

平均支給年額

千円 384

1,556 千円

384

86,467―

管理職手当 管理職員　　20000～35000円

通勤手当

同 ―

2ｋｍ以上　　　3000～24500円 同

住居手当 借間・新築　　2500～27000円

扶養手当
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